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多人数参加型のワークショップのためのコラボレーション支
援システムCOLLAGREEの試作と大規模評価者実験

奥村 命1,a) 伊藤 孝行1,3,4,b) 伊藤 孝紀2 秀島 栄三2

概要：近年，Twitterや Facebook等のユーザが意見を共有する場を提供するシステムが広く使われてい
る．しかし，既存のシステムでは，多くの人が意見を発信し，共有することは可能だが，意見の集約を支
援する仕組みは実現されていない．現在では，意見の共有，発散，収束，集約といった一連の議論プロセ
スを支援するシステムが求められている．特に，都市計画，及び公共事業等の分野において，オープンな
環境で，50人や 100人などの多人数参加型コラボレーションの実現に期待が高まっている．従来は少人数
の専門家のみで議論を行っていたが，一部の専門家による決定は住民の納得を得られない場合が多いとい
う問題がある．また，物理的な制約により多人数参加が困難な場合も多い．従って，誰でも気軽に参加で
き，意見を発信し，議論を行う開かれた場を提供するシステムが求められている．本研究では，多人数参
加型のコラボレーション支援システムを試作し，名古屋の観光活性化をテーマに評価者実験を行う．観光
事業は，実際に多くのワークショップが開催されており、対象の地域に在住する市民から広く意見を取り
入れるべきテーマである．また，本研究で扱うコラボレーションの規模は，100人以上を目標としている．

1. はじめに
近年，Web技術の発達により，時間的・空間的に離れた
ユーザが議論する場を提供するシステムが生まれて来た．
具体例としては，電子掲示板，Twitter，及び Facebookが
あげられる．しかし，既存のシステムでは，多くの人が意
見を発信し，共有することは可能だが，意見の集約を支援
する仕組みは実現されていない．現在では，共有，発散，
収束，及び集約といった一連の議論プロセスを支援するシ
ステムが求められている．本論文において，発散，収束，
及び集約を以下のように定義する．
[発散] 議論目標を達成するために，可能な限り多くの情
報や意見を出す
[収束] 情報や意見を，抜けや漏れがないよう補いながら
整理する
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[集約] 整理した具体案の中から選び出し合意を得る
多人数参加型コラボレーションが求められている分野の
例としては，都市計画，及び公共事業等があげられる．従
来は専門家が少人数で議論をしていたが，一部の専門家に
よる決定では住民の納得を得られない場合が多く，問題視
されている．従って，住民が気軽に参加でき，意見を発信
し，議論を行う場を提供するシステムが求められている．
実際，近年では住民参加型のまちづくりが注目を集めてお
り，各地で開催さている [54]．また，文献 [35]では住民参
加型まちづくりにおける情報インフラの有効性について言
及している．Webサイトによって，情報の提供，住民と行
政のコミュニケーションギャップの解消，及び住民参加に
参加したいとする新しい住民層の掘り起こしに関して効果
があるとまとめている．しかし，2001年当時の研究である
ため，通信ネットワークインフラの未構築，及び実用的な
グループウェアが存在しないことを問題としてあげている．
本研究では，誰でも気軽に，何人でも参加できるWebア
プリケーションとして，多人数参加型コラボレーション支
援システムの実現を目指す．システムの応用例として，名
古屋の観光に関する議論を取り上げ，評価者実験を行う．
観光を取り上げた理由は，観光事業は対象の地域に在住の
市民から広く意見を取り入れるべきであり，実際に多くの
ワークショップが開催されているからである．
本研究において，大規模とは参加者数 100人以上とする．
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文献 [1]で，インターネットを介し，遠隔地から議論に参
加する仕様のシステムが紹介されている．しかし，いずれ
も参加者数が数 10人に限られる．また，パーキンソンの
法則 [38], [39]によると理想的な参加者数は 20～22人が限
界とされており，通常のワークショップでは，参加者数 22

人以内で開催されることが多い．物理的に同じ場所に集ま
り，かつ同期的に行われる通常のワークショップでは，22

人を超えると，議論の進行，特に意見集約が困難になる．
そこで，本研究ではオンラインのシステムで効果的な支援
機構を提供することで，大規模なコラボレーションの実現
を目標にする．また，100人を超える大規模実験は，本研
究分野において新しい挑戦である．ボランティアの一般参
加者を募ることで，大規模コラボレーションに対する世間
のニーズを確認すると共に，実際に大規模コラボレーショ
ンを行った場合にどのような事象が発生するか観測するこ
とに大きな意義がある．
本研究で提案するシステム COLLAGREEは，Twitter

ライクなコメント投稿機能という発散機構をベースに，賛
成/反対の自動判定機能，論点情報付与機能，キーワード提
示機能といった収束機能を付与し，更に，ファシリテータ
を導入することで集約機構を実現している．ただし，単純
にファシリテータを導入するだけではなく，ファシリテー
ションフレーズの簡易投稿機能というファシリテータを
支援し，負荷を軽減する機能を付与している．また，行動
履歴機能，リマインダー機能といった議論の進行自体を支
援する機能，及び情報提示機能という議論テーマに馴染み
の無い参加者に対する救済機能を実装している．つまり，
COLLAGREEは発散，収束，及び集約といった一連の議
論プロセス全体を支援する様々な機能の集合体である．
本稿の構成を次に示す．2章で関連研究と本研究の立ち
位置を明らかする．3章で議論プロセスと実装したシステ
ムを説明する．4章で予備評価者実験の結果を，5章で大
規模評価者実験の結果をそれぞれ考察し，最後にまとめと
する．

2. 背景と関連研究
2.1 大規模コラボレーション支援プロジェクト
著者らは，過去に”地図情報を用いた合意形成支援シス
テム”[42], [43]，及び”Twitterライクな経時的情報を扱
う議論支援システム”[44]の 2つのシステムを試作し実験
評価している．上記 2つのシステムでは，4～8人程度の
合意形成を対象としており，大規模コラボレーションを目
標としていながら，十分な規模で評価者実験を行えていな
かった．
また，”地図情報を用いた合意形成支援システム”[42], [43]

は，集約機能は高かったが，発散機能が低かった．なぜな
ら，ユーザが入力できる情報の自由度を低くすることでコ
ンピュータが扱い易い形に制限し，投票をベースにした集

約機能を採用したため意見の集約は容易であったが，ユー
ザ間の相互影響が少なかったからである．議論における発
言は，自分の考えの正当性を主張し，相手を納得させる．
即ち相手の考え方，及び趣向を変化させることが目的のひ
とつである．従って，参加者間で相互に影響を与え合う状
況を十分に引き出す必要がある．
”Twitterライクな経時的情報を扱う議論支援システム”

[44]では，Twitterの発散機能に注目し，Twitterライクな
ユーザインターフェース（以下，UI）を採用することで，
本問題にアプローチした．Twitterではコメント文字数を
140字に制限することで，気軽にコメントを投稿すること
ができる．また，投稿されたコメントは Time Line（以下，
TL）と呼ばれる時間軸上にプロットされる．従って，コメ
ントの投稿は簡易な内容を次々に投稿するスタイルに限定
されるため，”議論目標を達成するために,可能な限り多く
の情報や意見を出す”という発散の目的に合致する．シス
テム [44]では，Twitterに似たUIを採用し，シンプルなコ
メント入力欄，及び TLをUIとして採用した．ただし，議
論においては長文を投稿したいという要望があるため，コ
メント文字数に制限は設けなかった．また，Twitterとは
異なる点が 2点ある．1点目は，TL上の内容は 1つのテー
マに関する内容で統一されるということである．議論実現
が目的であるため，コメント内容は一貫して 1つのテーマ
に限定し，議論参加者全員の TL上に表示されるコメント
を統一することが重要である．Twitterにおいては，TL上
には複数の異なるテーマに属する内容が表示され，表示さ
れるコメントはユーザ間で同一でない．2点目の相違点は，
人間のファシリテータを導入したことである．議論の実現
を目標としているため，発散のみならず，収束，及び集約
する必要がある．従って，ファシリテータによって議論の
調整を行った．結果として，TwitterライクなUIを採用す
ることで，活発な意見交換がなされ，高い発散機能を確認
した．ファシリテータによって議論の調整を行うことで適
切な集約が行われ，規模に対して適切な意見の収束，及び
集約機構が必要であることが明かになった．
本研究では，”Twitterライクな経時的情報を扱う議論支
援システム”[44]のコメントのシンプルなコメント入力欄，
及び TLを基に，収束，及び集約機能を付与することで，
ファシリテータの負荷を軽減し，かつ大規模コラボレー
ションを実現するシステムを実装する．

2.2 知識創造自治体
文献 [41]において，地方分権の流れと地方財政の悪化に
伴い，地域経営において，特に政策面で知識創造（創意工
夫）が求められているとある．本問題を解決するために，
知識創造自治体という二十一世紀の知識社会における地方
自治の理念型であり，地域ガバナンスの共治モデルをあげ
ている．知を作り続けることによって持続的発展を目指す
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共同体として，知識創造自治体を構成する地方政府，非営
利組織，住民，及び企業等の要素が互いに政策知を協力，
及び競争しながら創造，及び実績することによって，様々
な問題を解決し，地域の将来ビジョンを実現していく．
知識創造自治体を実現する方法としてのナレッジマネ
ジメントの核心を構成する政策知創造プロセスは，理論
的には EASIモデルで示される．本モデルは，以下に示し
た 4フェイズ【PHASE E】，【PHASE A】，【PHASE S】，
【PHASE I】の繰り返しで構成される．

【PHASE E】
Experiencing（体験する），Encountering（出会う），En-

pathing （共感する）

【PHASE A】
Articulating（表現する），Analyzing（分析する），Arguing

（議論する）

【PHASE S】
Synthesizing（総合する），Systemizing（体系化する），Shap-

ing （形にする）

【PHASE I】
Implementing（実行する），Institutionalizing（制度化す
る），Internalizing（内面化する）

COLLAGREEでは，上記の内【PHASE A】を扱う．上
記説明にもある通り，Arguing（議論する）を支援するこ
とは明確であるが，【PHASE E】で体験した事象，及び獲
得した知識を Articulating（表現する）し，共有する場を
与える．
また，知識創造自治体を実現するための方法として，実
践的には，まちづくり協議会，及びワークショップ等の手
法が利用されている．本研究における大規模評価者実験で
は，まちづくり協議会に実験参加を依頼しており，議論プ
ロセスの設計，及びシステムへのファシリテータの導入に
おいてワークショップを参考にしている．

2.3 コラボレーション関連技術の限界
近年，最も利用されているコミュニケーションツールは，
同期的，非同期的な技術，及びオープンフォーラムな形式
のツールが存在する．それぞれ，メール，インスタント・
メッセージ，及び wikiが例としてあげられる．しかし，本
ツールでは，議論の場を提供するのみで，大規模なコラボ
レーションは実現できない．
アイディアを生成する技術について，3つの関連技術を
紹介する．まず，KJ法 [37]を紹介する．元々KJ法はデー
タをまとめるために考案された手法であるが，集まった膨
大な情報に対し，雑多な情報を統合し，新たな発想を生み
出すために効果的である．アイディアをグルーピングし，
グループに見出しを付けるというシンプルな手法であるが，

実際には専門的な訓練が必要となり，不特定多数の集団に
対して実施することはできない．集合知を抽出する技術と
して，Expert markets[3]が存在する．本技術は，利害関係
者が世界中のエキスパートからアイディアを収集すること
を可能にする．しかし，収集されたアイディアは，集合的
プロセスを必要としない．また，Group Decision Support

System(GDSS)[5], [6]は，ブレインストーミングに役立つ
といわれている．ただし，物理的に一箇所に配置された少
人数からなる集団に限る．
次に，アイディアを評価する技術として，3つの関連技術
を紹介する．まず，予測市場（Prediction markets）[4]は，
ある仮説を多人数で評価することによって，評価対象の仮
説が真実であるか否かを予測することが可能となる．しか
し，個々の予測は，それぞれ独立に由来しており，協調的に
評価されていない．e-Votingは，非常に大規模で分散化さ
れた集団において有効である．しかし，限られた少数の互
いに排他的な選択肢の中から選択する場合にのみ有効で，
複雑な問題には応用するとはできない．Delphi法 [36]は，
集団の意見や知見を集約し，統一的な見解を得る手法の一
つである．対象の設問について参加者から個別に回答得た
後，他の参加者全員の意見をフィードバックし，再度同じ
テーマについて回答を集める．本過程を何度か繰り返すこ
とにより，ある程度収束した組織的な見解を得ることを目
指す方式であるが，元々少人数の専門家により実施される
ことを想定しており，スケールアウト性がない．フィード
バックを実施するためには，全ての評価者からの回答を待
つ必要がある．また，評価者が増大した場合に，各評価者
の回答を確認することは容易でない．

Argumentation tools[7], [8]は，複数の関心を抽出する
ことが可能である．本ツールにおいて，ユーザは以下の 3

つの要素からなる構造を作成する．
• issues: 質問
• options: 回答の選択肢
• arguments: 主張
各要素は互いに再帰的に構造化される．本ツール
は，実際に幾つかのドメインで利用され，成功してい
る [7], [9]．また，物理的に同じ場所に集まり，自由な
形式で議論をし，ひとりのファシリテータにより Argu-

mentation map[10], [11], [12], [13] が作成された例があ
る．更に，ファシリテータを用意せず，インターネット
を介し，遠隔地から参加して議論を行った例も存在す
る [14], [15], [16], [17], [18], [19], [20]．しかし，いずれの例
においても，参加者規模が数 10人に限られ，大規模なコ
ラボレーションとはいえない．
また，合意形成に特化したツールとして，エージェント
間の説得による合意形成に基づくグループ意思決定支援シ
ステム [46], [47]を紹介する．文献 [46], [47]では，各ユー
ザは AHP(Analytic Hierarchy Process) を用い，主観評価
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によって問題の構造を明らかにし，代替案の重要度を決定
する．エージェントは各ユーザ毎に AHPにより獲得した
問題構造と代替案の重要度を利用して，相手エージェント
を説得し，説得が成功した場合はグループを形成する．文
献 [46], [47]におけるエージェントによる説得は，AHPに
より獲得した一対比較行列の修正による代替案の重要度
変更である．エージェントが説得された場合，ユーザに一
対比較行列の変更許可を求める．文献 [46], [47]の特徴は，
エージェントによって議論が代行される点，及び議論にお
ける意見の相違によるグループ分析を実現している点であ
る．文献 [46], [47]では，合意形成に焦点が当てられてお
り，代替案はあらかじめ列挙しておく必要がある点におい
て，本研究と異なる．本研究は，発散，収束，及び集約と
いった一連の議論プロセスを全て支援する．また，1つの
合意案形成ではなく，複数の具体案をピックアップするこ
とを目標としている点で大きな違いがある．

2.4 グループウェアとしての位置付け
文献 [40]において，コンピュータの普及と通信技術の発
達に伴うネットワーク環境の充実によって，同一の情報が
平等に均等に分配されるようになり，情報伝達の手段が組
織構造に従った階層ルートの情報伝達から水平分散の情報
ルートへと変革されたとある．本変革に従って，情報マネ
ジメントにおいて以下の 4 つの項目について考慮しなけれ
ばならなくなった．
• 情報の多様化: システムが扱う情報の範囲の多様化し
ていること．本システムでは，コメントにテキストの
みでなく，画像や地図情報を付加することができるよ
うにした．

• 時間差の克服: 必ずしもリアルタイムで情報伝達する
必要は無いということ．コミュニケーションの形態に
よって正しく設定する必要がある．本システムでは，
以下に述べるように同期型かつ非同期型の時間的特性
を持つ．

• 記録性，再現性: 情報をどのように保管，及び再現する
かは情報の利用形態に依存するということ．本システ
ムでは全ての発言が時間軸に沿ってプロットされ，過
去の発言を読み直すことが可能である．本特徴は，物
理的なワークショップに対する優位点の 1つである．

• 共有性，同報性: 情報が配布されなくてはならない範
囲のこと．本システムにおいては，全参加者に対して
全てのコメントを閲覧できるようにした．
更に，空間的特性と時間的特性の 2つの視点からグルー
プウェアを分類している．空間的特性は対面型と分散型の
2つに分けることができ，時間的特性は同期型と非同期型
の 2つに分けることができるとある．COLLAGREEは物
理的に開催されるワークショップとは異なり，分散型の空
間的特性を持っているが，時間的特性は同期型かつ非同期

型の 2つの側面を持つ．同期型のシステムとしては，ビデ
オ会話が一般的であるが，本論文における同期型システム
とは，文献 [40] にある通り，リアルタイムに意見交換で
きることを可能とする支援システムと定義付けており，コ
ミュニケーションの形態は問わない．従って，現在システ
ムにログインしているユーザに限るが，コメントの投稿を
リアルタイムに通知することが可能である本システムは，
同期型の時間的特性を持っているといえる．しかし，投稿
されたコメントは全て蓄積され，見返すことが可能であり，
返信のあったコメントはコメント一覧中上位に表示される
ため，過去に蓄積された議論に参加することが可能である
という点において，非同期型の時間的特性を持っていると
いえる．本特徴は物理的に開催されるワークショップに対
する優位点である．

3. 大規模コラボレーション支援システム
3.1 システム実装
本システムの実装について説明する．本システムは，web

アプリケーションであり，webサーバ上のサーバプログラ
ムとブラウザ上のクライアントプログラムから構成され
る．サーバサイドは Ruby on Rails（以下，Rails）により
開発した．一般的なWebアプリケーションでは，クライ
アントサイドとサーバサイド間でデータを通信するため
に多くのページ遷移必要となる．つまり，ユーザの操作が
発生した後，ユーザによって作成されたデータ等の操作結
果をサーバサイドに送信する際に，ページ遷移が発生する
プロセスが採用されているということである．Railsは本
プロセスを実現するためにModel View Controller（以下，
MVC）をデザインパターンとして採用している．しかし，
近年ではAjax技術の普及により，Facebook，及びTwitter

に代表されるようなユーザの操作がページ遷移を必要とせ
ずにダイナミックに反映される UIが求められている．ま
た，議論支援システムとして，議論の状況，特に他者のコ
メント投稿をリアルタイムに反映する仕組みが必要とな
る．従って，本システムでは，RailsはModelとController

のみを責任範囲とし，Viewの代わりにクライアントから
の RESTfulな要求に対して適切なデータを JSON形式で
返却し，クライアント側で JSON形式のデータから適切な
Viewを生成する機構を採用した．
本システムのクライアントサイドでは，Spineというクラ
イアントサイドMVCを実現するWeb Application Frame-

workを採用し，CoffeeScriptにより記述した．Spineにお
けるModelではサーバサイドプログラムと RESTfulな規
約に基づいて通信し合うことで，モデルデータのフェッチ，
及びポストをページ遷移に対して非同期に実現する．更
に，データの追加，変更，及び削除等のModelに関する操
作の発生を View，及び Controllerに対して通知する仕組
みを供えている．SpineにおけるViewでは，任意のテンプ
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図 1 システム全体図

レートエンジンを利用することが可能であり，JavaScript

Objectをデータモデルとしてソーステンプレートに与える
ことで，適切なデータが適切な箇所に埋め込まれたHTML

を生成することが可能となる．今回は Spineがデフォルト
で採用している Embedded CoffeeScript templates（ECO）
をテンプレートエンジンとして利用している．Spine の
Controllerは，最終的には JavaScriptプログラムとして実
装されるため，ユーザの操作を常時監視し，リアルタイム
に操作結果をModel，View，及びサーバサイドに反映する
ことが可能となる．本特徴は，従来のサーバサイドMVC

では実現できず，クライアントサイドにMVCを実現した
ことによって始めて実現される．Spineでは，以上のクラ
イアントサイドMVCをもとに Unblocked Interfacesを実
現している．ユーザの操作をクライアントサイドに実現さ
れた Controllerが捕捉し，適切な処理を行い，クライアン
トサイドに実現されたModelへデータ変更を反映した後，
Modelの変更を Viewに伝えると同時に，バックグラウン
ドで非同期にサーバサイドとModelデータのポストまたは
フェッチが行われる．すなわち，本来存在するはずのサー
バ・クライアント間のデータ通信を，ユーザが意識するこ
とは無くなるということである．

3.2 システム機能
本システムの全体図を図 1 に示す．左部にコメント投
稿欄，コメント一覧が配置されている．右側に論点機能，
キーワード情報機能，情報提示機能，及び行動履歴機能が
配置されている．本研究では，多人数が気軽に参加できる
議論の場を提供することを前提に，ファシリテータの負荷
を軽減することで大規模コラボレーションを実現する．本
目標を実現するために，以下の収束・集約を支援する機能
を実装した．
• 賛成/反対の自動判定機能
• 論点情報付与機能
• ファシリテーションフレーズの簡易投稿機能
• キーワード提示機能
• 行動履歴機能

図 2 コメント内容の賛成/反対自動判定

• リマインダー機能
• 情報提示機能
以下，各機能について詳述する．
【賛成/反対の自動判定】
コメントの内容を分析し，自動的に賛成/反対を判別す
る．本機能の UIを図 2に示す．コメントが入力されると，
リアルタイムにコメント内容の賛成/反対度合いを計算し，
スケールバーが移動する．判定結果に誤りがあるとユーザ
が判断した場合，手動で訂正することが可能である．
本機能は文献 [50], [51], [52], [53]を参考に実装した．以
下の【STEP1】，【STEP2】，及び【STEP3】に賛成/反対
判定に用いる辞書構築手続きを示す．
【STEP1】シードワードを選択する（シードワードは，明
らかに賛成である単語，及び明かに反対である単語で
ある．）

【STEP2】検索エンジンを用いて，各シードワードをクエ
リーとして検索する

【STEP3】検索結果 1,000件のスニペットに含まれる単語
（名詞，動詞，形容詞，及び副詞）を賛成/反対別に辞
書登録する．（賛成のシードワードで検索した場合は，
出現単語を賛成印象語リスト PosListに登録し，反対
のシードワードで検索した場合は，出現単語を反対印
象語リスト NegListに登録する．）本ステップにおけ
るスニペットとは，検索結果一覧中に表示される，各
Webサイトの概要説明部を指す．
なお，今回は PosListに 19,473ユニーク単語が登録さ
れ，NegListに 18,043ユニーク単語が登録された．
本機能では，賛成/反対の判定を行うが，関連研
究 [50], [51], [52], [53] では，Negative/Positive を判定す
る．判定対象のクラスの意味は，シードワードの選出に
よって変更することが可能である．シードワードを賛成/

反対という意味解釈で選出することで，賛成/反対の分類
が可能となり，シードワードを Negative/Positiveという
意味解釈で選出することで，Negative/Positiveの分類が可
能となる．
上記アルゴリズムで構築された辞書を用い，式（1）によ
り，単語 t と PosList中の語との共起確率 P (t, PosList)

とNegList中の語との共起確率 P (t,NegList)との内分比
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図 3 論点情報付与

S を求める．

S =
P (t, PosList)

P (t, PosList) + P (t,NegList)
(1)

内分比 S は 0に近いほど単語が反対の文脈に現れやす
く，1に近いほど賛成の文脈で現れやすいことを意味する．
コメント入力内容全体の賛成度は，入力内容中に含まれる
各単語（名詞，動詞，形容詞，及び副詞）の内分比を計算
し，平均を取ることで計算できる．
【論点情報付与】
”Twitterライクな経時的情報を扱う議論支援システム”
では，過去の投稿を見直すことが容易でなかった．論点情
報付与機能により，発言時に論点を明確にし，閲覧時に絞
り込みを行うことが可能となる．
実際の UIを図 3に示す．論点はユーザが自由に追加す
ることが可能であり，論点を選択することで，選択した論
点の付与されているコメントのみを表示することが可能で
ある．また，観光事業におけるワークショップで扱われる
一般的な論点，”観光資源”，”交通情報”，”観光情報”及び”

施設・サービス”をあらかじめ作成した状態で予備評価者
実験を行った．4つの論点を事前に定義することにより，
観光という普段接することのない議題であっても，議論進
行の道筋が立てられると期待できる．
【ファシリテーションフレーズの簡易投稿機能】
本システムには，”通常ユーザ”，及び”ファシリテータア
カウント”の 2種類のアカウントロールが存在する．後者
のアカウントでログインしている時のみ，ファシテーショ
ンフレーズの投稿が許可される．ファシテーションフレー
ズとは，ワークショップにおいて良く投稿されるフレーズ
であり，同大学のワークショップ主催経験のある研究室
より提供を受けた．また，ファシテーションテーションフ
レーズは単純に列挙されて表示されるのではなく，ユース
ケース毎に整理されているため，現在の議論状況とユース
ケースを照らし合わせることで，適切なファシリテーショ
ンフレーズを選択するこが可能となる．ファシテーション
フレーズを選択すると，ダイアログが表示され選択された

図 4 キーワード提示

フレーズの編集が可能（編集しなくても良い）となり，投
稿ボタンを押すことで投稿される．従って，状況によって
ファシテーションフレーズに自由度を持たせることが可能
となる．また，ファシテーションフレーズは通常コメント
と異なる色のコメントとして投稿されるため，議論の参加
者は通常のコメントとファシテーションフレーズを区別す
ることができる．
【キーワード提示】
キーワード提示機能により，現在注目されているトピッ
クを視覚的に確認することが可能となる．あらかじめ辞書
登録されたキーワードがコメント中に出現した回数をカウ
ントし，出現数に応じて表示サイズを変更し，出現順に表
示する．各キーワードは論点毎に集計される．従って，出
現回数が多い，または最近出現したキーワードが目立って
表示される．更に，単純な出現数のみではなく，”キーワー
ド（+p, -n）”のように表示される．p，及び nは，3.2賛
成/反対の自動判定機能によりそれぞれ，賛成，及び反対
と判別されたコメント中のキーワード出現数である．従っ
て，各キーワードが賛成，及び反対の文脈で何回出現した
かを確認することが可能である．実際の UIを図 4に示す．
辞書に登録したキーワードは，ワークショップ主催経験
のある同大学の社会工学専攻の研究室に依頼し，一般的な
観光事業のワークショップで出現するキーワードをリスト
アップし，辞書登録した．更に，網羅性を確保するため，
名古屋市が運用する観光・イベント情報サイト [55]からク
ローラープログラムを用いてキーワードを抽出し，辞書登
録を行った．
【行動履歴機能・リマインダー機能】
行動履歴機能，及びリマインダー機能は本評価者実験で
新たに採用された機能である．予備評価者実験を行った所，
議論全体の進行状況，及び自分（ログイン中のアカウント）
に関する議論の進行状況が把握することが容易でないとい
う意見があり，議論全体，及び自分に関する議論に対する
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コメントを一覧表示することで，議論の進捗把握を本機能
により支援する．なお，本章における”自分”とは，システ
ムの利用において現在ログイン中のアカウントを指す．
行動履歴は，”全体の議論進行状況”，及び”自分に関す
る議論の進行状況”の 2種類に分けて一覧表示される．前
者は，任意のユーザが投稿，または返信した際に行動履歴
を記録し，投稿時間，投稿者のニックネーム，及び投稿内
容（前半 64文字）を投稿が新しい順に掲載する．後者は，
以下の 2つの条件のいずれかに当てはまる場合，”親コメ
ントの議論に参加している”状態と定義し，本状態におい
て自分以外のアカウントから同一の親コメントに対し返信
があった場合，対象の返信を前者と同様に掲載する．
• 自分が親コメントを投稿した場合
• 任意のアカウントが投稿した親コメントに対し，一度
でも自分が返信した場合
本条件はリマインダー機能において，リマインドメール
の送信タイミングとしても利用される．自分が参加してい
る議論に返信があった場合，アカウント作成時に登録した
メールアドレス宛にメールを送信することで，議論への再
参加を促す．
【情報提示】
本研究では観光という一般には扱われない議題をテーマ
に議論するため，システムに情報提示機能を実装した．具
体的には，名古屋市が公開する平成 23年度名古屋市観光
客・宿泊客動向調査 [56]をまとめ，システムから直接閲覧
することを可能にした．

4. 予備評価者実験
4.1 実験内容
本研究では，参加者数 100名を越える大規模評価者実験
を実際に行うことを目標としている．実際に参加者 100名
以上の実験を行う前に，システムの各機能の有用性の確認，
及び課題の把握を行うため，以下の条件で予備実験を行い，
大規模評価者実験を実現可能なシステムを構築する．
予備実験では，3章で示した機能の内，以下の機能を実
現した．
• 賛成/反対の自動判定機能
• 論点情報付与機能
• キーワード提示機能
• 情報提示機能
残りの行動履歴機能，リマインダー機能，及びファシリ
テーションフレーズの簡易投稿機能は予備評価者実験の結
果から明らかになった課題を解決するために拡張実装した
機能である．以下に実験設定を示す．
• 被験者数: 35名
• 実施期間: 9日（3日/ステップ * 3ステップ）
• 議論テーマ: 名古屋の観光
予備実験では，ワークショップで一般的に採用されてい

図 5 予備評価者実験結果 - 議論の進行について

図 6 予備評価者実験結果 - システムの操作性ついて

図 7 予備評価者実験結果 - 各機能の効果について

る議論プロセス [48], [49]を参考にしている．まず，全体を
以下の 3つのステップに分割する．
( 1 ) [基盤的] 名古屋の観光に関する課題
( 2 ) [抽象的] 名古屋の観光に関する目標・将来像
( 3 ) [具体的] 名古屋の観光に関する具体的な改善策
各ステップで扱う議論内容は，順に名古屋の観光に関す
る”課題”，”目標”，及び”改善策”であり，それぞれ [基盤
的]，[抽象的]，及び [具体的]な内容を扱い，段階的に議
論内容の具体性を上げていく．本議論プロセスは，主に参
考文献 [48]を参考に設計した．次に，各ステップを，”発
散・収束”，及び”集約”の 2つのタームに分割する．一般
的なワークショップでは，”発散”，”収束”，及び”集約”の
3つのタームを採用している．しかし，参加者数の増加に
従って，発散後の収束が容易でなくなるという問題がある．
一度発散し切ってしまうと，コメント投稿数が多いため，
収束させることが困難になるからである．従って，発散と
収束を同時に行い，システムによって収束を支援すること
で，本問題を解決する．実験の実施期間は，”発散・収束”

タームに 2日間，及び”集約”タームにそれぞれ 1日間割り
当て，2つのタームから構成されるステップが，[基盤的]，
[抽象的]，及び [具体的]内容を扱う 3つ存在するため，合
計 9日間とした．

4.2 実験結果考察
議論の進行方法に関するアンケート結果を図 5が示す通
り，議論に進行に戸惑う被験者が 40%以上存在した．ター
ムの内容に沿わずに発言する被験者の存在が，他の被験者
が戸惑いを与えていたと考えられる．
システムの操作性に関するアンケート結果を図 6，各機

7ⓒ 2013 Information Processing Society of Japan

Vol.2013-ICS-171 No.18
2013/3/19



情報処理学会研究報告
IPSJ SIG Technical Report

図 8 予備評価者実験結果 - コメント数の推移

能の効果を図 7に示す．図 6と図 7が示す通り，操作性と
効果に関して高い評価が得られた．しかし，図 6の”賛成/

反対の編集”では，良い評価を得られていない．本項目は，
賛成/反対の自動判定結果の修正操作に関する質問である
が，本システムで提案した新しい UIであり，操作に慣れ
ない人が存在したことが原因と考えられる．
コメント数の推移を図 8 に示す．図 8 が示す通り，土
日の休みを挟んで急激に投稿数が減少している．実際，投
稿タイミングに関する質問（合致する選択肢を複数選択）
で，”仕事や研究の合間に投稿する”と回答した被験者は全
体の 58%に至った．予備評価者実験では月曜日での復帰が
少ないことで，リマインド機能等の状況に変化が合ったこ
とが分かった．本問題を解決するために，参加を促す機能
が必要である．

4.3 大規模評価者実験に向けて得られた知見
予備実験では通常のワークショップで行われるような議
論内容を段階的に引き上げる議論プロセスを採用していた
が，議論段階に適さない発言をする参加者が全体に悪影響
を及ぼすという問題を確認し，大規模評価者実験では，議
論プロセスを単純化した．代わりに，大規模評価者実験で
はファシリテータを導入することで，議論の進捗を人手で
行うこととした．ただし，単純にファシリテータを導入す
るのではなく，ファシリテーションフレーズの簡易投稿機
能を実現することによって，ファシリテータの負荷を軽減
する方針を立てた．
また，コメントのログ解析，及びアンケートの自由記述
から，議論の状況に変化があることを知らせ，参加を促す
機能が必要であるという課題を明らかにし，” 行動履歴機
能”，及び”リマインダー機能”を実現する方針を立てた．

5. 大規模評価者実験
5.1 実験設定，及び参加者属性
本システムの大規模評価者評価実験を行った．本評価者
実験では，3章で説明した全機能を利用した．議論プロセ
スは，予備評者実験とは異なり，議論内容を課題，目標，
及び改善策の 3ステップに分けずに 1つのステップで行っ
た．1つのステップの内容は変わらず，”発散・収束”，及
び”集約”の 2つのタームから構成される．本仕様を採用し
た理由としては，4章で説明した予備評価者実験の考察結

図 9 参加者数属性

果から，各ステップで議論するべき内容に沿わずに発言す
る参加者が議論全体に悪影響を与えていたからである．一
方でタームの分割については，問題が見られなかったため，
タームの進行をファシリテータに一任して進めた．
以下に実験設定，及び参加者属性を示す．
• 目標参加者数: 100人
• 実参加者数: 172人
• 実施期間: 2012年 11月 20日（火）AM 12:00 ～ 11月

26日（月）PM 12:00

• 議論テーマ: 名古屋の観光の活性化
まず，本研究の最も重要な目標の 1つは，参加者 100人
以上の大規模評価者実験を行うことである．既存のフリー
フォーム（形式を制限しない）でのコラボレーション支援
システム [14]では，参加者数が 10人オーダーである．本
研究では，上記に示した通り，参加者数（アカウント登録
数）が 172名であり，参加者数 100名の目標値を達成し，
大規模コラボレーションの実現可能性を実際に実験を行う
ことで示した．
図 9に年代構成，職業構成，年代別発言数，及び SNS利
用経験の参加者数属性を示す．
まず，年代構成，及び職業構成について考察する．20代・
学生の参加者が多いことは予期していたことであるが，通
常の大学で行うクローズドな実験とは異なり，30代，40

代，及び 50代の参加者数が多く，また会社員の参加者も
多い．職業構成において，その他の回答には，任意で詳細
な職業名を求めたが，6割が公務員・教員で，3割が自営業
と回答していた．
年代別発言数について考察する．30代，及び 50代によ
る発言は，参加者の年代構成と同程度である．しかし，20

代の発言数が参加者の年代構成に比べて大きくなってお
り，40代は減少している．20代の発言が多くなる理由と
しては，学生による発言が最も活発であることと，Webシ
ステムの操作に慣れていることが要因と考えられる．

SNS利用経験であるが，Facebookで公募を行ったこと
もあり，利用経験のある参加者が多かった．

8ⓒ 2013 Information Processing Society of Japan

Vol.2013-ICS-171 No.18
2013/3/19



情報処理学会研究報告
IPSJ SIG Technical Report

以上の結果から，通常の大学内で行う実験とは異なり，
多様な世代，及び職種の人が被験者として議論に参加して
いることが分かる．つまり，”誰でも”参加できる議論の場
を提供したと言える．

5.2 議論内容の考察
最終的に下記 3つの案を最優先で行うべきという案にま
とまった．
( 1 ) 交通手段: 名古屋の観光資源を効率良く周回する手段
の提供

( 2 ) 観光情報: 1.の周知，及び SNSを利用した宣伝
( 3 ) 観光資源: 名古屋城，テレビ塔，熱田神宮，及び科学
館等の観光スポットの整理，及びなごや飯の認知度を
確認
交通手段，観光情報，及び観光資源という論点は，多く
議論された論点であったため，ファシリテータが最終的に
整理するように要求したことで，上記の案にまとまった．
しかし，ファシリテータが最終的に整理することを要求し
なかったが，良く議論された案が存在し，名古屋の大須を
舞台としたアニメに関する論点の追加を起点に，議論が盛
り上がった．具体的には，まず始めに名古屋の大須を舞台
としてアニメのタイトルが論点に追加された．論点追加時
には，発言が無かったが，論点追加者とは別の者が本アニ
メについて「初めて知りましたが，[アニメ名]の舞台は名
古屋なんですね．こちらのサイトに関連する場所がのって
います．（URL略）名古屋では，世界コスプレサミットも
やっているので，アニメや漫画とからめて，観光を活性化
していくのも面白いと思います．」という投稿を舞台となっ
た現地の画像付きで投稿した．本投稿の後，名古屋市以外
で行われているアニメを活用した地域活性化活動について
議論され，更に名古屋を舞台にしたアニメや名古屋出身の
漫画家が紹介された．日付が変わり，日本で有名な動画共
有サイトのイベントが名古屋の栄で行われたことが取り上
げられ，観光活性と webサイトとの連携や「名古屋を舞台
にした映画や，ドラマのポスターでモザイクアートかなに
かを，ドーン！と名駅か栄あたりに飾りたい！！」という
具体案が提案された．ファシリテータも予期できなかった
ような案が創出されたという本事象から，COLLAGREE

では広く意見を募ることによって，通常のワークショップ
では発生し得ない案を広範囲に渡って取り扱うことが可能
であるといえる．また，議論の起点はコメントでなく論点
の追加である点，及び画像や URLを参考情報として有効
活用されていた点から，COLLAGREEでは通常の物理的
に同じ場所に集まって開催されるワークショップとは異な
る方法によって議論が進行して行く可能性があることが確
認された．しかし，各案に対して深く議論されることが少
なく，COLLAGREEでは広く浅く，多様な意見を多くの
人から集め，幾つかの具体案として整理することが可能で

図 10 投稿シチュエーション

図 11 議論のしやすさ

図 12 ファシリテータの必要性

あるといえる．

5.3 投稿シチュエーション
図 10にコメントの投稿シチュエーションを示す．本図
はどのような時にコメントを投稿したかを選択肢中から当
てはまる項目を全て選択してもらい集計したものである．
図中右側 3項目，特に”気が向いたとき”，及び”仕事や研
究の合間”は，Webシステムとしてコラボレーション支援
システムを実装したことで，初めて実現された利用シーン
である．本結果から，COLLAGREEが目指す新しい議論
の在り方のひとつである”いつでも”，及び”どこでも”参加
できる議論を実現できたといえる．

5.4 議論の進行
図 11に議論のしやすさに関する評価をまとめた．”どち
らでもない”と回答するものが 41%と多数存在したが，”

議論しにくい”または” 非常に議論しにくい”という評価は
22%と少数であった．また，図 12にファシリテータに関す
る回答をまとめた．本図が示す通り，ファシリテータの必
要性について”どちらでもない”または”全く思わない” と
いう回答は少数であり，ファシリテータの効果を確認でき
る．以上の結果から，議論の進行に関してファシリテータ
の介入が重要であることが分かる．
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図 13 システムの操作性

図 14 システムの効果

5.5 システムの操作性と効果
図 13 にシステムの操作性に関する評価を，図 14 にシ
ステムの効果に関する評価をそれぞれ 5段階評価で示す．
参加者の母集団，参加者属性，及び実験の目的が，本評価
者実験と予備評価者実験で異なるため，単純な比較は意味
をなさない．しかし，敢えて比較すると，本評価者実験で
は”どちらでもよい”という回答が多くなっており，一般に
集めた参加者という属性を反映している．意見を持たない
ニュートラルな集団が存在することを考慮に入れると，シ
ステムの操作性，及び効果について良い評価を得られてお
り，大規模コラボレーションにおいても，一定の効果を確
認できる．

5.6 得られた知見
本章では，大規模評価者実験の結果を考察した．予備実
験とは異なり，議論プロセスを，議論内容を課題，目標，及
び改善策の 3ステップに分けずに，1つのステップから構
成した．ただし，タームの分割については予備実験と変わ
らず，”発散・収束”，及び”集約”の 2つのタームから構成
した．なぜなら，現在のステップで議論すべき内容を守ら
ずに投稿する参加者が存在し，投稿すべき内容を不明確に
してしまうという悪影響を参加者全体に及ぼしてしまとい
う問題が予備実験によって判明したためである．大規模評
価者実験では，議論プロセスを単純化した代わりに，ファ
シリテータを導入することで，議論の進捗を人手で行うこ
ととした．ただし，単純にファシリテータを導入するので
はなく，ファシリテーションフレーズの簡易投稿機能を実
現することによって，ファシリテータの負荷を軽減した．

また，議論の進捗状況を把握するために行動履歴機能を実
現し，議論への復帰を促すためにリマインダー機能を実現
し，3章で説明した全機能を実装した．大規模評価者実験
では，100人以上の一般参加者を目標とし，実際に 172人
の参加者により実験を行うことで，大規模コラボレーショ
ンの実現性を確認したとともに，多様な世代，及び職種の
人が被験者として議論に参加していることがから”誰でも”
参加できる議論の場を提供したと言える．また，最終案と
してファシリテータによって整理を要求されなかったが，
良く議論された意見の発生を確認し，COLLAGREEでは
広く意見を募ることによって，通常のワークショップでは
発生し得ない案を広範囲に渡って取り扱うことが可能であ
ることを確認した．

6. おわりに
本論文では，大規模オンラインコラボレーション支援
システム COLLAGREEを実装した．COLLAGREEは発
散，収束，及び収束といった一連の議論プロセス全体を
支援するために，自動判定機能，論点情報付与機能，キー
ワード提示機能，ファシリテーションフレーズの簡易投稿
機能，行動履歴機能，リマインダー機能，及び情報提示機
能といった様々な機能の集合体として実現した．本研究で
は，大規模評価者実験を行う前に，各機能の効果，及び操
作性に関して評価を行うとともに，課題の洗い出しを行う
ために，35名の被験者による予備評価実験を行った．予備
評価実験の結果，システムの操作性，及び効果について高
い評価を得たが，議論内容を基盤的，抽象的，及び具体的
に段階分けして進める議論プロセスは議論を難しくしてし
まった．また，議論の進捗状況を把握する手段，及び議論
への復帰を促す機能が不足していることが課題として明ら
かになった．大規模評価者実験では，議論プロセスを単純
化した変わりに，ファシリテータを導入することで，議論
の進捗を人手で行うこととした．ただし，単純にファシリ
テータを導入するのではなく，ファシリテーションフレー
ズの簡易投稿機能を実現することによって，ファシリテー
タの負荷を軽減した．また，議論の進捗状況を把握するた
めに行動履歴機能を実現し，議論への復帰を促すためにリ
マインダー機能を実現した．大規模評価者実験では，100

人以上の一般参加者を目標とし，実際に 172人の参加者に
より実験を行うことで，大規模コラボレーションの実現性
とを確認したとともに，多様な世代，及び職種の人が被験
者として議論に参加していることがから”誰でも”参加で
きる議論の場を提供したと言える．また，ファシリテータ
が追えなかった議論の発生を確認し，COLLAGREEでは
広く意見を募ることによって，通常のワークショップでは
発生し得ない案を広範囲に渡って取り扱うことが可能であ
ることを確認した．
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